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　　This paper asserts that the spread of plurilingualism in Japan leads to a beneficial 
diversification of the views on foreign culture by Japanese and enriches Japanese 
society, and furthermore that plurilingual speakers who can contribute to mutual 
intercultural understanding can be nurtured through the following reform plan: 
1)   Foreign language activities at the elementary school level should not be limited to 

English.
2)   A new subject, “Introduction to the foreign language learning” should be 

developed in upper secondary school.
3)   Second foreign languages after English should be taught in upper secondary 

school.
4)   A robust application of knowledge and skills of a plurality of foreign languages 

should be encouraged and supported in research at the university level.
5)   The teaching of mother and heritage languages should become the norm in public 

schools.

　本稿は、複言語主義の普及が異文化に対する見方を多様化し、日本社会を豊
かにすることにつながり、次のような改革案によって、異文化間の相互理解に
貢献する複言語話者が育成できることを主張する。

（1）小学校外国語活動を英語に限らず、「外国語」の活動とする。
（2） 高校で「外国語概説」という授業を設置し、英語以外の言語の選択肢を拡

大する。
（3）現在大学で行われている第 2 外国語の授業を高校で行う。
（4）大学では外国語を使って専門の研究を行う。
（5）母語継承語教育を公立学校で行う。

Abstract:
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1　はじめに
　本稿は次の 2 点を主張し、複言語主義（plurilingualism）にもとづいた言語
教育（特に外国語教育と母語継承語教育）の改革案を示す。
1） 日本社会に複言語主義を広めることが、異文化に対する見方を多様化し、

社会を豊かにすることにつながる。
2） 外国語教育と母語継承語教育を改革することによって、異文化間の相互理

解に貢献する優れた複言語話者を育成することができる。
　言語教育はいつの時代にも政治や経済の状況に影響を受ける。日本の歴史
を繙いても、幕藩体制が崩壊し、統一国家の建設が喫緊の課題であった明治
時代には「国語」の普及が進められた。また、富国強兵の政策のもと、西洋
の文化文明の移入が重要となり、明治維新から長く英語・ドイツ語・フラン
ス語の教育に力を入れてきた。
　言語教育を取り巻く事情は、前世紀末ごろから大きく変わりつつある。国
内では 1990 年にいわゆる入管法が改正され、外国人 1）労働者が急増した。今
世紀に入って、定住外国人も外国人観光客も増加の度を増し、多言語多文化
化が進み、文化を異にする人たちとの共生が叫ばれている。入管法はその後
ほぼ 30 年経って 2019 年に再度改正されている。しかし、この外国人の急増
に見られる社会の大きな変化も、日本語教育には法律 2）ができるほど大きな
改革をもたらしてはいるが、外国語教育にはほとんど影響を及ぼしていない。
　入管法の最初の改革の翌年の 1991 年には大学の大綱化によって、カリキ
ュラムの自由化が進んだ。言語教育に限れば、大綱化がもたらしたのは英語
教育の拡充と、いわゆる第 2 外国語の衰退であった。その後も第 2 公用語論
や社内公用語としての位置づけ、大学入学共通テストへの民間試験の導入の
是非など、話題になるのはいつも英語である。
　海外に目を向けると、2000 年前後から外国語教育のスタンダード化が進ん
でいる。特に、2001 年にヨーロッパ評議会が発表した “Common European 
Framework of Reference for Languages: Learning, Teaching, Assessment”

Keywords: 複言語主義、外国語教育、母語継承語教育
plurilingualism, foreign language education, mother and heritage language education
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（CEFR）は、ヨーロッパだけではなく、世界の外国語教育に大きなインパク
トを与え続けている。特に、相互理解や対話を進めるためには多様な外国語
の教育が果たす役割が重要であり、そのために複言語主義を推進しようとい
う理念や、能力記述文を使って 6 段階の熟達度を示した共通参照レベルは、
世界各国でさまざまな形で受容されている。
　こうした時代に生きる私たちは言語教育をどのようにとらえ、実践してい
ったらよいのだろうか。本稿では、今日の日本社会における言語教育、特に
外国語教育と母語継承語教育のあるべき姿について論じる。日本では「外国
語教育」という名称が災いするのか、とかく「外国語」は「外国」で使うも
のと理解されがちである。しかし、留意すべきは、前述のように、国内の多
言語多文化化が進み、「内なる国際化」が進んでいるということである。した
がって、日本の外国語教育の課題について論じる際にも、国内の事情を看過
することはできない。国内における言語事情というと、とかく英語教育や日
本語教育ばかりが話題になるが、これでは英語以外にも外国語があり、日本
語学習者も自分たちの母語や継承語を持っているという当然ではあるが、重
要な事実を見落としてしまうことになる。以下では、外国語教育と母語継承
語教育を主たる対象として、異言語異文化に対して寛容な複言語話者の育成
を目指した多様な言語学習の可能性について述べる。次章では多言語化する
日本社会の実態について見てみよう。

2　多言語化する日本社会
　法務省によれば、2018（平成 30 年）末の在留外国人数は 2,731,093 人で、
総人口の 2％を越えている 3）。外国人労働者数も 1,460,463 人で、前年同期よ
り 14.2％増加し、過去最高を更新している 4）。在留外国人数の増加は数字の
上だけではなく、地域の日常生活でも実感できるようになってきている。コ
ンビニや飲食店、工事現場等で外国人を見かけるのは、もはや珍しいことで
はない。市区町村別人口に占める外国人の割合を見ても、それは明らかであ
る（表 1）。地域によってはそれが 10％を超えているところもある。一昔前は、
外国人といえば、広尾、六本木に住むホワイトカラーの欧米人のことで、彼
らと接点があるのは、東京などの大都市に住んでいて外資系企業に勤める人
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くらいであった。あとは留学生と接していた学生くらいであったろう。それ
が大きく変わり、職場に行けば外国人の同僚がおり、学校に行けば同じクラ
スに外国につながる子どもがいるという状況がごく普通の地域が少なからず
存在するようになった。
　こうした外国人の急増に対応するべく 2018 年 12 月末に法務省が発表した

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」には、「多言語化」「多言語
対応」「多言語辞書」「多言語翻訳システム」など、A4 版 33 ページの文書に「多
言語」という語が 44 か所も使われている。項目によっては 8 言語、11 言語（法
務省の表現では各々「8 か国語」「11 か国語」）で対応するという。しかし、
こうした対応策はほんとうに実現するのだろうか。もちろん実現してほしい
とは思うが、具体的な作業は誰が行うのだろう。英語や中国語はともかく、
近年急増しているのはベトナムやインドネシア、ネパールの出身者である（表
2）。ベトナム語やインドネシア語、ネパール語の翻訳ができる日本人がそれ
ほどたくさんいるとは思えない。日本語が流暢なベトナム語やネパール語の
母語話者はいるとしても、感染症対策にも運転免許の学科試験にも通じてい
る人がそれほどたくさんいるのだろうか。仮に、そうした母語話者がいると
すれば、多言語への翻訳は彼らに委ねられることになる。つまり、ごく一部
の関係者、それも日本人ではなく、異言語の母語話者が通訳や翻訳者として（臨

表 1　総人口に占める外国人の割合の市区町村別ランキング（2018 年 1 月 1 日）5） 
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時に？）採用されて対応するだけになるのではなかろうか。だとすると、大多
数の日本人の多様な言語に対する意識や態度には何の変化も起こらないこと
になる。日本人の意識はほんとうに多言語化に向けられるのだろうか。
　短期間滞在する外国人観光客への対応は進んできているように見える。以
前は日本語だけだった新幹線の車内アナウンスも、英語が加わるようになっ
た。やさしい日本語を使って観光客をもてなそうという動きも活発化してい
る 7）。さらに、ICT を活用した翻訳ソフトやアプリも開発されている。しかし、
実際に自分でさまざまな言語を駆使して案内しようという人は増えているの
だろうか。ここ 10 年ほどの全国通訳案内士試験の年度別受験者数及び合格
者数を見てみると、2013 年に向かって少しずつ減少していたが、その後急増
して受験者数が 11,000 人を越えたものの、ここ 2 年ほどはまた減少傾向にあ
る（表 3）。2018 年のドイツ語、ポルトガル語、ロシア語、タイ語の受験者数
は 2 桁にとどまっている。
　次に、中等教育における外国語の学習に関するデータを見てみよう。文部

表 2　国籍・地域別在留外国人数の推移 6）



複言語主義にもとづく言語教育の改革

KEIO SFC JOURNAL Vol.19 No.2 2019

25

科学省のデータを見ると、英語以外の外国語の科目を開設している高等学校
は 10 年前をピークに減少していることがわかる（図 1）。言語別の開校学校数
の推移を見ても、どの言語も近年はやや減少しているか、横ばいである（図 2）。
　高等学校で英語以外の外国語を学んでいる生徒は、2018 年（平成 30 年）
のデータによれば、44,753 名である（表 4）。同じ年の全国の高校生の総生徒
数は 3,235,661 人だから、わずか 1.38％である。つまり、高校生のほぼ 99％
は英語しか学習していないことになる。

表 3　全国通訳案内士試験の年度別受験者数 8）

図 1　英語以外の外国語の科目を開設している学校数の推移 9）
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　大学で初めて英語以外の外国語を学ぶ人が大多数を占めているという状況
はかなり長い間続いている 10）。30 年ほど前からの在留外国人の急増も日本の
外国語教育にはほとんど影響を及ぼしていないようである。日本版総合的社
会調査（JGSS）のデータを駆使した寺沢（2015）も、「日本人の英語以外の外
国語の学習に対する態度」に触れて次のように述べている。

2006 年時点の調査で「日本人」の約 8 割は英語以外の外国語の学習に何
らかの関心を示した。ただし、言語の選択パタンを見る限り、日本社会
の多言語化を必ずしもダイレクトに反映していたわけではない 11）。

　初等・中等教育で事実上英語しか学ぶことのない、日本のような国は、世
界では少数派に属する。大谷ほか編著（2004）は次のように述べている。「世
界の主要 45 か国をとってみると、事実上、学校外国語を英語 1 言語に限って
いる国は、旧アメリカ植民地のフィリピンと日本を除いてほかには全くな
い。」12）

　周知のように、戦前は旧制高校で第 2 外国語を学習する機会があった。し
かし、戦後の教育改革で外国語の学習は基本的には大学の教養課程で行われ

図 2　言語別の開設学校数の推移 9）
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るようになった。一部の生徒ではなく、ほとんどの大学生に学習の機会が与
えられたという意味では、第 2 外国語の学習は拡大したかに見える。しかし、
時代が進むにつれて、英語化の波が押し寄せ、前述のとおり、1991 年の文部
省の大学の大綱化以後は、英語以外の言語を提供する大学が激減した。現在
では、英語以外の外国語の授業は週に 1 コマだけという大学も少なくない。
たとえば、ドイツ語では初級・中級・上級のどのレベルでも週 1 回のクラス
数が最も多い 14）。
　以上、外国人の増加にもかかわらず、日本の外国語教育は相変わらず英語

表 4　英語以外の外国語の科目を開設している高校の状況（平成 30 年 5 月 1 日現在）13）
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一辺倒であることを述べてきた。時間はかかるが、まずこの大学入学まで複
数の言語を学習する機会がほぼないに等しいという現状を改革し、多様な言
語の学習が可能な制度を作らなければ、母語・非母語話者を問わず、複眼的
思考を身につけることはできなくなるのではなかろうか。中学生、高校生は
英語の学習ばかりを考え、日本語指導が必要な児童生徒は日本語の学習ばか
りに力を入れているように見えるからである。そうではなくて、誰もが多様
な外国語を学び、日本語指導が必要な子どもも日本語だけではなく、母語や
継承語も学べるような環境作りを考えなくてはならない。多様な言語の学習
は、日本語と英語しか目に入らない日本社会全体の言語・文化に対する意識
を変えるだけではなく、他者を理解し、自分を豊かにすることにつながるか
らである。そして、そういった個人を一人でも多く育てていくことが他者の
文化を理解し、多様な考え方を認め合う社会の形成にもつながっていく。言
い換えれば、複言語主義の理念が日本の外国語教育に求められているのであ
る。
　Morrow（ed.）（2004）によれば、複言語主義は行政と個人の双方の行動を含
むという。行政は市民の言語学習や他の言語に触れる機会を拡大する責務が
ある。個人はたとえ不完全であっても他の言語の使用者とコミュニケーショ
ンをとる能力を伸ばせるように、言語教育を通じて支援される。それを実現
するために、個人は限られた能力であっても外国語能力を使い、自言語や既
習言語の能力の使用を通して身につけた言語意識や技能を用いるようにする。
したがって、複言語主義は多くの人が母語以外の言語の能力もある程度身に
つけていることを評価する。言語教育がなすべき仕事は、このことを意識させ、
この能力を伸ばし、育てることであるという 15）。
　こうした考え方をもとに、日本の外国語教育を変えていくにはどうしたら
よいだろうか。次章では、その具体的な提案を示す。

3　多様な外国語の学習を可能にするには
　では、多様な外国語を学習できる制度を作るには、どうしたらよいか。学
校教育では次の 5 つの策が考えられる。

（1） 小学校外国語活動を、英語に限らず、「外国語」、あるいは「言語」の活
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動とする。これによって異言語異文化との最初の出会いが作られ、それ
に向かって一歩目を踏みだす機会となる。

（2） 二歩目として高校に「外国語概説」（仮称）という授業を導入する。そして、
英語以外の言語の選択肢を拡大して、さらなる外国語学習への橋渡しと
する。

（3） 現在大学で行っているいわゆる第 2 外国語の授業を高校で行う。これが
英語に続く異言語異文化との出会いの三歩目となる。ただし、この三歩
目は小さなものでもよい。

（4） 大学では外国語を使って専門の研究を行う。その専門には外国語教員の
養成などの言語系の分野も含む。

（5）母語継承語教育を公立学校で行う。
　以下ではこの 5 点について詳述する。

3.1　 小学校外国語活動の対象を「英語」だけではなく、その名のとおり「外
国語」（あるいは「言語」）とする

　「小学校外国語活動」は現行の制度では、児童が日本語以外の言語に触れる
最初の機会である。だから、何も考えずに端からその異言語を英語と決めて
しまって英語活動を始めるのは拙速である。その前にすべきことがある。そ
れはまず異言語異文化に対する扉を開けてやること、そして、言語を学ぶ楽
しさを伝えること、この 2 つである。まず、母語母文化とは異なる言語や文
化があることを知らせること、そして、それと接する喜びを伝えなくてはな
らない。この扉は英語だけではなく、すべての言語に通じているべきである。
異言語異文化に接する喜びはすべての言語がもたらせるはずである。異言語
異文化と相対する初めての機会を英語との出会いに限定するべきではない。
選択肢はもっと広くするべきだ。
　その最初の出会いとして最も自然なのはクラスメートの言語である。どの
児童生徒にとっても未知の言語である英語ではなく、一部の子どもにとって
はまさに自分のものであり、他の大半の子どもにとっても接点のある言語を
まず選ぶべきであろう。
　各国・地域からの移民が増加し、生活者として日常生活をともにしている
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今日では、大人も子どもも当然移民の人たちとの接触が増えている。そうし
た外国につながる人たちとの共生が特別なものではなく、自然なものと感じ
られるようになるには、まず小学校から児童や教員、保護者の意識を変えて
いく必要がある。いや、意識を変えていく必要があるというよりは、意識を
変える絶好のチャンスが今日の日本社会には目の前にあるのである。クラス
メートの母語や母文化を知る機会が、海外に行かずともいながらにして与え
られているのである。このチャンスを逃す手はない。しかも、それほど難し
いことではない。小学校「外国語」活動を「英語」活動ではなく、本当に「外
国語活動」とすればよいだけのことである。文科省の「原則英語とする。」と
いう文言を外して、どんな言語でもかまわないことにする。クラスメートの
母語を多数派の日本人の子どもが学ぶことは、移民の子どもの自己肯定感を
高めるばかりではなく、多数派である日本人の子どもの言語に対する気づき
を呼び起こし、異文化への目を開くことにもなる 16）。つまり、すべての子ど
もたちにとっての学びがあり、意義がある。母語継承語教育と外国語教育の
芽を同時に育てることができるのである。なぜ、わざわざ移民の子どもにと
っても、日本人の子どもにとっても未知の言語である英語を課すのだろう。
それよりはたとえクラスのごく一部であっても当事者である中国やベトナム
の友だちの母語を学んだ方がよい。当事者がいれば手話でもよい。最初に学
ぶ言語は英語というのが自明であること自体を問い直さなくてはならない。
たとえば、学習する言語の難易度から考えれば、日本人にとって英語よりも
やさしい言語があるのではないだろうか。文法から見れば朝鮮語、文字から
見れば中国語が候補になるだろう。早期英語教育は否定しない。しかし、そ
の導入としての小学校外国語活動は、歌やダンスで英語学習への導入を図る
ことではない。それ以前にそもそも異言語や異文化との接触を通して、自文
化とは異なる文化を持つ多様な世界があることを知り、それに触れ、それと
向き合い、できれば楽しむことができる態度を育成することこそを目的とす
べきだろう。その目的が達成されれば、その後に続く英語を含む外国語学習
にも資することになる。もちろん何らかの事情で、出自や母語・継承語に触
れたがらない子どももいるかもしれないし、母語が日本語の子どももいるか
ら、その点には注意が必要である。日本語指導が必要な子どもに日本語を教
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えるのは重要である。しかし、彼ら、彼女らが持っている言語や文化を多数
派の日本人の子どもも学ばなくては、対等の交流は成立しない。また、彼ら
は日本語力が不十分だから、欠けている部分がある、だからそれを補うとい
うだけではなく 17）、日本人の子どもが持っていないものを持っているという
見方をするべきである。日本語も母語も両方育てようという姿勢が複言語話
者を育てることにつながる。
　たとえば、日本語では、月曜日、火曜日、水曜日という曜日名を、クラス
メートの中国語では星霜一、星霜二、星霜三という。この一例を通じて、両
言語の違いや体系に触れ、「ことばの仕組みや働き自体に対する児童・生徒た
ちの疑問や関心」18）を喚起することもできるだろう。もちろん英語の Monday、
Tuesday、Wednesday でも同じことができないわけではないが、同じクラスに
当該言語の母語話者がいれば、オーセンティックな発音や文字の学習を通し
て実際に体験することができる。
　ただし、前掲の寺沢（2015）の次の考察には注意が必要だろう。

生活場面における外国人との接触機会は外国語への関心を生んだ。特に、
スペイン語とポルトガル語話者との接触でその傾向が強かった。ただし、
外国人との接触が多ければ多いほど外国語学習の関心が高まるわけでは
ない点に注意が必要だろう。むしろ、外国人への頻繁な接触は外国語へ
の関心を低めており、日本社会の「コスメティック・マルチカルチャリ
ズム」の側面を示唆している 19）。

　外国人と接触するだけでは関心は高まらない。そこに相互の、あるいは少
なくとも受け入れ社会の側からの働きかけがないと、交流どころか、関心の
高まりも起こらない。両者の間に対話が必要なのである。異言語話者との接
触を活性化する教室づくり、授業づくりを意識的に進めていかなくてはなら
ない。

3.2　高校に「外国語概説」（仮称）という授業を導入する
　英語に続いてもう一つ学習したい言語を選ばせるためには、まず（日本語と）
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英語以外の言語について十分に情報を与えなくてはならない。と同時に、2
つ目の外国語を学習する意義も理解させたい。そこで、「外国語概説」という
授業を実施する。この授業の目的は、外国語を学習すると、さまざまな異文
化の世界への道が開かれ、それによって、複眼的思考ができるようになるこ
とを知ることにある。そのうえで、学んでみたい外国語を選択する。名称は「外
国語概論」でも「外国語入門」でもよい。かつて慶應義塾大学湘南藤沢キャ
ンパス（SFC）で開設以来 10 数年実施していた「総合講座　諸国語概説」の
ような科目である。
　「外国語概説」という授業は、学校設定教科、学校設定科目として、あるい
は総合的な学習の時間で実施したらどうだろう。これらの教科・科目・時間は、
学習指導要領にあまり縛られず、地域や学校の実態に合わせて構成でき、教
員免許に関してはほとんど当該学校種の免許さえあれば問題ないという 20）。
　しかし、そもそも教育課程上「外国語」という「科目」が置かれておらず、
各言語ごとに科目が設定されていること自体に問題が潜んではいないだろう
か。CEFR の出現以来注目されている複言語主義の考え方によれば、言語や
文化は

完全に切り離し、心の中の別々の部屋にしまっておくわけではない。む
しろそこでは新しいコミュニケーション能力が作り上げられるのである
が、その成立には全ての言語知識と経験が寄与するし、そこでは言語同
士が相互の関係を築き、また相互に作用し合っているのである 21）。

　この複言語主義の観点から見れば、言語教育の目的もこれまでとは違った
ものになり、

単に一つか二つの言語（三つでももちろんかまわないが）を学習し、それ
らを相互に無関係のままにして、究極目標としては「理想的母語話者」
を考えるといったようなことはなくなる。新しい目的は、全ての言語能
力がその中で何らかの役割を果たすことができるような言語空間を作り
出すということである。もちろん、このことが意味するのは、教育機関
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での言語学習は多様性を持ち、全ての生徒は複言語能力を身につける機
会を与えられねばならないということである 22）。

　つまり、言語能力とは頭の中で母語、英語、第 2 外国語、第 3 外国語…と
分かれているのではなく、それらが一体となって構成されているのである。
したがって、相手や場面、状況に従って特定の一つの言語を取り出してコミ
ュニケーションをするのではなく、複数の言語を含む総体としての能力で対
応することになる。さらに、10 数年ほど前から「バイリンガリズム・マルチ
リンガリズム研究は、言語を各々構造の異なるシステムを持っているものと
して記述する立場から、話者の流動的な言語実践を強調する立場へとシフ
ト」23）してきている。この Translanguaging の観点から見ると、最初に学ぶ言
語は英語と決められていて、それ以外の選択肢は無きに等しい日本の外国語
教育はかなり時代遅れであると言わざるを得ない。

3.3　現在大学で行っているいわゆる第 2 外国語の授業を高校で行う
　3.2 で述べた新設の「外国語概説」という授業を履修したうえで、英語に続
いてもう一言語学習したい生徒の要望に応えて、英語以外の言語を学習でき
る高校を増やす。第 2 外国語を必修化するかどうかについては、意見が分か
れるであろう。本稿では、全高校生が履修する必要はないという立場に立っ
て論を進める。また、どの高校もフランス語もドイツ語も中国語も提供する
というのは無理である。だから、ある高校は中国語を、別の高校はフランス
語を、また別の高校はスペイン語を提供するというように、地域で学習でき
る言語をシェアすればよい。
　山下（2016a）が「最も近い足がかりとして考えられるのが、多文化共生教
育運動との連携である」24）と述べているように、ここでも 3.1 で述べた小学校
外国語活動の改革と同じく、まず身近にいる在校生の異言語を対象とするの
が理想だが、中国語や朝鮮語は可能だとしても、ベトナム語を教える高校は
数えるほどしかないだろう。授業時間数もそれほど多く取ることはできない
だろうから、初歩から第 2 外国語を学ぶ高校生の多くが相当程度の能力を習
得するということは期待できまい。むしろ重要なのは、初歩程度とはいえ、
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小学校外国語活動よりは深く異言語の世界に足を踏み入れることによって、
言語や文化を異にする他者を理解し、寛容に接することのできる態度を身に
つけることである。複言語話者への道を少しだけでも進めばよい。そして、
その中から履修した言語にさらに深く取り組んでみたいと思った少数の生徒
を、後述する大学での教育で育てればよい。
　現状では高校で第 2 外国語を教えられる教員が不足しているという問題が
ある。これに対しては特別免許状の制度を活用して、大学に多数いる外国語
の教員や駐在経験のある元ビジネスマンなどが担当できるようにする、ある
いは、外国につながる子どもたちの多い地域の小中学校で行われているよう
に、さまざまな外国語の母語話者を指導者として活用するといった方策が考
えられるのではないだろうか。それには教育委員会の理解をはじめ、変更が
必要な制度上の問題があるだろう。しかし、小学校では 2020 年から外国語科
が教科となり、教員免許を持っていなくても優れた専門の知識や経験があれ
ば教壇に立つことができる特別免許状の制度を活用しようとしている 25）。こ
こでいう「外国語科」とは事実上「英語」であり、専門の知識や経験も「英語」
に関するそれということになる。同じ制度を高校の第 2 外国語に適用するこ
とはできないのだろうか。また、「特別非常勤講師」の枠を使えば、高校の正
規教員とともに授業を行うことはできる。実際、大阪府立門真なみはや高校
ではこの制度を活用して、中国語教育を進めている 26）。
　当面は高大連携の枠組みを作って、その中で大学が出張講座を実施してみ
るのもよいだろう。その高大連携は 1 高校と 1 大学の連携ではなく、1 大学
と複数の高校との連携をはかる。大学が高大連携の外国語教育のプラットフ
ォームになるイメージである。
　教員養成も急がなくてはならない。英語以外の言語の中等教員の養成は、
教職課程を置いている大学や教育実習の場が少ない、採用試験がほとんど行
われていないなどの問題があって、あまり進んでいない。しかし、水口・長
谷川（2016）によれば、フランス語、ドイツ語 27）、ロシア語、スペイン語、韓
国語については学会等が教員研修を実施している。これらの養成・研修講座
が核となって、大学とも連携すれば、英語以外の言語の教員免許取得者も増
えていくのではなかろうか。また、各語種でそれぞれ個別に教員養成を行う
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のではなく、教授法や指導案作成の基本、授業観察のポイント、教員と学習
者の関係、クラスワークなど、どの語種にも共通した課題があるから、そう
した点は語種の壁を超えて共同で行えばよい。この分野では言語学や文学の
知見も役に立てることができるが、教員養成はそれ自体一つの重要な分野で
あるから、教育工学や教育社会学、教育政策などの専門家との連携も求めら
れる。

3.4　大学では外国語を使って専門の研究を行う
　大学と大学院では、高校で初級を身につけた学生や海外滞在経験のある学
生の外国語能力を磨き、研究に使えるレベルにまで高め、専門の研究を行う。
つまり、現在行われている初修外国語の授業は行わず、ごく少数の、すでに
ある程度の外国語能力を備えた学生だけを対象に高度な外国語教育を行い、
その能力を専門の研究に活かす。高校での外国語の授業ではフィールドワー
クを行ったり、専門に関する研究書を読んだりする力を身につけるのは困難
であろうから、その部分の能力を身につけられる授業（とりあえず「中上級の
授業」と名づけておく）を提供する。この中上級の授業で相応の能力が獲得
できたら、それを使って専門の研究に携わる。その過程でインターネットを
介した現地との交流による授業、現地でのフィールドワーク、留学、ダブル
ディグリーなどを取り入れ、高度化を図る。海外に出なくても、国内の外資
系企業と連携し、インターンシップのような形で学生を派遣すれば、国内で
も学習中の言語を実際に使うだけではなく、背景にある文化にも触れる機会
を得ることができる。
　この程度の言語能力を獲得することは、現在でも 1 年の留学経験者なら可
能なので、ここに描いた教育を施し、大学を出たら即戦力となるくらいの言
語能力（たとえば、CEFR の共通参照レベルの B2-C1）を持った学生を一定
程度の人数 28）育成することは決して夢物語ではなく、どの言語でも十分達成
できる。
　したがって、従来の外国語教員の専門領域も言語学や文学に限定されるべ
きではなく、人文社会系の分野だけではなく、自然科学系の分野にも広がる
べきである。ドイツ語を例にすれば、音楽、政治教育、都市計画、環境問題、
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デザインなどがすぐに思い浮かぶ。もちろん言語学や言語教育の専門家も自
分たちの専門分野で後進の育成に努めなくてはならない。言語学、言語教育、
通訳、言語療法など、さまざまな分野で専門家が求められている。近年注目
されつつある司法通訳の育成などは喫緊の課題であろう。

3.5　母語継承語教育を公立学校で行う
　多様な外国語学習の実現に資するもう一つの道は、外国につながる子ども
たちの母語や継承語を看過せず、それらを保持し、推進していく努力である。
それも、外国人やボランティアに任せるのではなく、公的に学校教育の枠組
みの中で行う。これは、さまざまな意味で外国語教育の進展にも好影響を及
ぼすものと考える。話を簡単にするために、たとえば南米のスペイン語圏か
ら来た移民の子どもが、公立学校でスペイン語の継承語教育を受けられると
する。ごく初期の段階ならば、スペイン語を母語としない日本人が同じ授業
を受けることもできようが、短い期間のうちに両者のスペイン語能力の差は
大きくなり、同じ授業を受けることはできなくなる。おそらく、スペイン語圏
の留学から帰国した日本人留学生だけが、ある程度上のレベルなら同じ授業
に出席できるくらいにとどまるであろう。しかし、同じ学校で母語継承語教
育を行っているのを目の当たりにすれば、少なくとも日本人の児童生徒の外
国語教育に対する関心を呼び起こすことはできよう。
　母語継承語教育を受けた児童生徒が成人したときに、2 言語に優れた能力
を身につけていることは、本人にとっても、社会にとっても意義が大きい。
本人にとってはアイデンティティの問題や、親子間や祖父母とのコミュニケ
ーションの円滑化に貢献するという点で大きな意味があるし、社会にとって
は、バイリンガル人材としてさまざまな分野で活躍する可能性を秘めている
という意味で、貴重な存在となりうる。
　ドイツの母語継承語教育は 1980 年代には注目を集めていたが、今世紀に
入ってからはドイツ語の統合コースが話題になることが多くなったためか、
以前ほどは取り上げられなくなった印象を受ける。しかし、一時下火だった
母語継承語教育が近年再び脚光をあびつつある。それは、移民の背景をもっ
た子どもたちにはバイリンガル人材になる可能性があるからである 29）。母語
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継承語教育がバイリンガリズム、マルチリンガリズムのコンテクストで再び
注目され始めたのである。ドイツ語だけではなく、母語や継承語の能力も備
わっているということは、バイリンガルの子ども自身にとっても有利になるし、
社会にとっても資産となる。現在、母語継承語教育を行っている公立学校は
上述の門真市のほかには神戸市の一部の学校など、ごく少数にとどまってい
る。しかし、庄司（2010）が「母語」教育の必要性の根拠として「出身国への
帰国にそなえての言語能力保障」「出身国、民族、コミュニティ、家族との共
属意識維持と伝達能力の保持」「言語習得およびバイリンガル能力獲得の条件」
に次いで「個人的・社会的資産としての言語能力の獲得」を挙げているように、
移民の母語継承語の維持や教育は受け入れ社会にとっても大きな資産となる。

移民言語の運用能力を、個人および社会の資産と見なそうとする傾向は、
欧米においても母語教育が始まった頃にはそれほど顕著ではなかったと
思われる。1970-80 年代以降、移民統合の根拠に多文化主義を全面的に
採用し、移民の活力の利用を積極的に打ち出したカナダやオーストラリ
ア、そして北欧やドイツなど一部の EU 国においては、移民の母語教育
は多文化主義への資産という見方とかなり密接に結びつけられている 30）。

　庄司（2010）が指摘している「1970-80 年代以降」の動きがここに来て顕著
になっており、母語教育が単なる言語教育にとどまらず、母語による教科・
科目の教育までが行われている。たとえば、ベルリンでは英語、フランス語、
スペイン語などの言語で地理、歴史、化学、物理などの科目を教える CLIL

（Content and Language Integrated Learning）の授業を行う、いわゆるバイリ
ンガルクラスを設けている学校がドイツ再統一以降増えつつあるし、ドイツ
語とパートナー言語（英語、フランス語、スペイン語など 9 言語）で全科目を
半分ずつ教えるヨーロッパ学校のような例もある 31）。
　現在日本で行われている CLIL の授業は、英語によるものがほとんどであ
る。英語以外の言語では、大学の中上級レベルで行われる専門分野の授業（た
とえば、ビジネス・ドイツ語、ドイツ語で行う EU に関する授業など）に限ら
れているのが実情であろう。しかし、こうした専門分野の授業を拡充してい
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くと、CLIL の授業もより一層充実したものになろう。
　とはいえ、課題もある。最大の課題は言語のプレスティージの問題である。
ドイツでは、ドイツ語・英語、ドイツ語・フランス語、あるいは、ドイツ語・
スペイン語というバイリンガル教育には肯定的な評価が与えられ、親もそう
いうカリキュラムのある学校には子どもを入学させようとするが、ドイツ語・
トルコ語、ドイツ語・ポーランド語などのバイリンガル教育には必ずしも高
い関心が寄せられていない。そこには、本来は言語それ自体とは無関係なは
ずの言語のプレスティージの問題が絡んでいる。似たような問題は日本社会
でも起こってくるに違いない。それにいかに対処していくかも考えておかな
くてはならない。

4　おわりに
　Byram （2008）は複言語主義を鍵になる概念と考え、それが「他の言語や他
の文化の尊重につながるのだろうか」32）という問いを繰り返し発している。そ
して、「複言語能力」について次のように述べている。

ヨーロッパの想像上のコミュニケーション共同体が成功するかどうかは、
公的な場面と市民社会において会話が生まれる国境を越えてヨーロッパ
という次元にまで広がりうるための、複言語能力にかかっている 33）。

　さらに、Beacco（2005）を引用しながら、複言語話者であるだけでは十分で
はなく、複言語と複文化の能力を育成する「educatio（その人間から何かを引
き出すという意味のラテン語）」34）が必要だと述べている。
　翻って日本の教育を振り返ってみると、東アジア地域にはヨーロッパ評議
会や EU のような組織がないこともあり、国境を越えた次元にまで広がる可
能性は今のところ低いと思われる。しかも、そのためには複言語話者である
だけでは不十分だというから、ほとんど日本語と英語しか話題にならない日
本社会にとっては、かなりハードルが高い挑戦になると言わざるを得ない。
また、英語だけでも大変なのに、そして、受験勉強のための英語学習が大き
なウェイトを占めている限りもう 1 言語学習するのは不可能のようにも思え
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る。たしかに現状のままでは難しい。しかし、50 数万の高校生が共通テスト
でこぞって英語を選択すること自体を見直さなくてはならない。本当にそれ
だけ多くの高校生が英語を学習する必要があるのか、それよりも多様な言語
や文化に対する理解や寛容性を育てることの方が重要なのではないかという
点に思いを巡らせる必要がある。本稿で示した提案は暴論のように聞こえる
かもしれない。この提案を進めれば、英語を含む外国語学習者の総数は減る
だろう。しかし、今しなくてはならないのは、英語をはじめとした外国語が
嫌いな人、できない人を数十万育てることではなく、異言語異文化に理解の
ある人をより多く育てることである。そのためには、日本社会のコミュニケ
ーション共同体が国内の多数の言語や文化の境界を越えて、より高い次元に
広がるという目標は堅持すべきであろう。複言語と複文化の能力を育成する
educatio の場で、相互の働きかけや対話を通して、日本語母語話者も非日本
語母語話者も変わっていかなくてはならないのである。
　最後に、SFC の言語教育への期待を記す。
　SFC ではキャンパス開設以来、発信に重点を置いたコミュニケーション能
力の養成と多言語主義（特にアジア言語重視）を標榜して外国語教育を推進し
てきた。それは一定の成果をあげたものと考えられようが、今後はそれらも
重視しつつ、もう少し別のカラーを出してもよいのではないだろうか。一つ
は基礎的な外国語能力の育成に関して、3.3 に記した高大連携のプラットフォ
ーム形成の役割が考えられる。例えば、神奈川県内の複数の高校との共同プ
ロジェクトで生徒の教育や教員養成を進めることは可能であろう。もう一つ
は 3.4 に記した専門家の育成である。高い外国語能力を活かして、既存の分
野だけではなく、これまでになかった新しい領域－たとえば、サイエンスと
アートの融合領域－を切り開いていけるような人材を学部、大学院で育てて
いくことであろう。

注
1） 「日本人」「外国人」と単純に二つに分ける論法はさまざまな問題を含んでおり、適

切とは言えないが、本稿ではわかりやすさを考えてこれらの表現を用いる。「移民
の子ども」「日本人の子ども」という表現も同様である。

2） 「日本語教育の推進に関する法律」が 2019 年 6 月 28 日に公布、施行された。



40

特集　多言語多文化共生社会に向けた挑戦

3） 法務省（2019）「平成 30 年末現在における在留外国人数について」報道発表資料　
平成 31 年 3 月 22 日法務省入国管理局。

4） 厚生労働省（2019）「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（平成 30 年 10 月末現在）
平成 31 年 1 月 25 日（金）」

5） 高田（2018, p. 2）。
6） 法務省（2019）。
7） やさしい日本語ツーリズム研究会など。
8） 日本政府観光局（JNTO）「全国通訳案内士試験　受験者及び合格者数、合格基準」

をもとに筆者作成。
9） 文部科学省初等中等教育局国際教育課（2019）。厳密には高等学校だけではなく、

中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部も調査の対象になっている。
10） 大谷（2007, p. 91）は「昭和 22 年には、英語が義務教育の新制中学校にとり入れら

れ、事実上、日本人総英語学習が始まる。」と記している。
11）寺沢（2015, p. 155）。
12）大谷ほか編著（2004, p. 222）。
13）慶應義塾志木高等学校では 1991 年から英語以外の言語が多数開講されており、現

在では 24 言語に及ぶ。このことは表 4 の文科省のデータでは考慮されていないよ
うである。

14）日本独文学会（2015, p. 23）。なお、同調査に従えば、90 分授業が週 1 回で半期 15
週の場合、授業時間数は 1.5 × 1 × 15 ＝ 22.5 時間となる。

15）Morrow, K. （ed.） （2004, p. 5）参照。
16）石司（2005）参照。
17）ベルリンの第 2 言語としてのドイツ語教員養成に携わる Prof. Dr. Beate Lütke の

直話によれば、教職課程に在籍している学生にも、移民の背景をもつ子どもの複
言語能力をリソースではなく、欠損とする見方をとる学生が少なくないという。

18）日本学術会議 言語・文学委員会　文化の邂逅と言語分科会（2016：ii）。
19）寺沢（2015, pp. 155-156）。テッサ・モーリス・スズキ（2002, p. 183）は「コスメテ

ィック・マルチカルチャリズム（うわべの多文化主義）」としている。
20）吉村雅仁氏（奈良教育大学）のご教示による。理想は学習指導要領の「外国語」と

いう「教科」の中に「外国語概説」という科目を設置することである。しかし、教
員免許と教育課程上の問題があるため、「外国語概説」という科目の設置は容易で
はなさそうである。高校では外国語の場合はそれぞれの言語ごとに科目が設定され
ている。科目名は、たとえば「外国語（英語）」のようになっており、どの言語を
教えられるかは、その言語の免許を持っているかによる。したがって、「外国語概説」
という科目の新たな設置には別途検討が必要である。

21）吉島茂、大橋理枝他編訳（2004, p. 4）。
22）吉島茂、大橋理枝他編訳（2004, pp. 4-5）。
23）Garcia and Wei（2014, p. 36）（平高訳）。
24）山下（2016a, p. 217）。また、第 2 外国語の時間数の確保や複数教科担当教員制を

利用して第 2 外国語を設置する可能性については山下（2016a）、山下（2016b）が論
じている。

25）グローバル採用ナビ「小学校の英語。特別免許状を拡大の方向へ」
26）詳しくは大倉（執筆年不詳）参照。
27）ドイツ語教員養成再研修講座は、日本独文学会とその部会であるドイツ語教育部会、

およびゲーテ・インスティトゥートの三者が共同で行っている。現在の体制になっ
てからすでに 15 年ほどの歴史を刻んでいる。

28）「一定程度の人数」がどのくらいかについては大木（2013）の試算が参考になる。
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大木は文部科学省の「グローバル人材育成推進事業」、東京大学の大学経営 ･ 政策
研究センターの 2009 年の調査などを参考にして、大学新卒者約 50 万人のうち「高
度の外国語運用能力を有し，ビジネスパーソンとして国際的に活躍するグローバル
人材の潜在的候補者になるのは」11 万人程度としている。

29）実際、トルコ移民の 2 世、3 世がホテルの職員としてトルコ語、ドイツ語、英語を
駆使して活躍しているというような事例はすでに少なくない。

30）庄司（2010, p. 30）。
31）平高（2017）参照。
32）翻訳書のバイラム（2015, p. 144）から引用。別の箇所にも「『複言語アイデンティ

ティ』の感覚を生み出すのかどうか、そして、その特別な側面として、それは他の
国々の人々や彼らの生活様式を尊重する意識を高めることになるのかどうか」、「複
言語話者（plurilingual）になるということは、『他者性』に対しての関心や好意的な
態度を生み出すことになるのだろうか」（バイラム 2015, p. 125）という問いが見ら
れる。

33）バイラム（2015, p. 175）。
34）バイラム（2015, p. 175）。ただし、もとの Beacco（2015, p. 145）から引用。
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